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１　まえがき
１）憲法21条訴訟
私たちは，東京地方裁判所で，憲法21条訴訟，すなわち，故土屋公献弁護士らが
呼びかけ人となり，平和を希求し戦争に反対する集会（「怒りの大集会」）を開催す
るにあたり，その集会に参加するために会場に向かっている人々を，60人を超える
公安警察が会場の入口近くに蝟集し監視活動をしていたこと，また，カフェー・
ショップから窓越しに参加者を含む，一般の歩行者も無差別にビデオで盗撮してい
たことが発覚したことから，東京都に対して，集会の開催の自由，集会への参加の自
由の侵害を基本に据えて，損害賠償請求訴訟を提起し，闘っているところである。
２）Handschu判決
その過程で，わが国では集会の開催の自由や集会の参加の自由という基本的人権
に関して参考となりうる事例や判例が十分でなく，警察の撮影による記録物の取得
や保管にかかる法状況も必ずしも十分でない。そこで，9 / 11の悲劇を体験したアメ
リカ合衆国では，集会の自由，警察による監視がどのような法状況にあるかを知る
ための一助として，二つの判決を紹介することを試みた。すなわち，集会の自由をめ
ぐるアメリカ合衆国連邦New York南地区裁判所の二つの判決，すなわち，（1）集
団訴訟の原告バルバラ（Barbara E.Handschu）ら対New York市警察局ら間の政治的
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１　まえがき
２ 「安全に関する方針と計画化法律」に関する1995年１月16日判決
３ 「集団の暴力に対する闘いと公役務の使命を負う者の保護を強化する法律」
に関する2010年２月25日判決
４　二つの憲法院判決の意義
５　結び
【参考資料】
活動の調査中における警察の行為を支配するガイドライン（Handschu Guideline）
を確立した同意判決違反及びアメリカ合衆国憲法第一修正違反を理由とする訴訟事
件に対する，いわゆる「ハンチュウ事件」に対する2007年２月15日判決（71-2203-
CSH-SCSS（S.D.N.Y.）と，（2）New York市警察の発令した命令47号の市警察による
履行を評価するために，集団訴訟原告が必要とする写真やビデオ撮影された記録物
の文書提出を認める同裁判所の2008年２月27日判決（71-2203-CSH-SCSS（S.D.N.Y.）
がこれである。既に，これらを訳出して，専修法学論集第109号（2010.7）から３回
に分けて連載しているところである。
３）文書提出命令の認容
この度，画期的な決定が下された。係争中の集会妨害国賠訴訟（東京地裁平成20年
（ワ）第35164号損害賠償等請求事件）に関連して，原告らの文書提出命令申立事件
（平成22年（モ）第536号）において，平成22年９月22日東京地裁民事33部（本間健
裕裁判長）は，「平成20年10月13日付け警視庁公安部第二課員ら作成の「『10・13怒り
の大集会』の開催結果」と題する文書の一部について文書提出命令を求める申立て
を認容した。本決定の理由付けには不満は残るが，集団訴訟原告が必要とする写真
やビデオ撮影された記録物の文書提出を認めるNew York南地区裁判所の2008年２
月27日判決を彷彿させる画期的な決定であると評価する（東京都側は，抗告した）。
４）本稿の目的
われわれの次の作業の一つは，警察当局によるビデオ撮影の違憲性についてであ
る。警備警察当局らによるビデオ撮影の実行には比較的甘いが，事後的にそれらの
当局から録画画像の文書提出を認めるNew York州とは異なり，伝統的に，人権保
障に鋭敏で，プライバシーの保護に厳格なフランスの法状況を検討しようと思う。
本稿は，ビデオ撮影に関わる違憲審査にかかるフランス憲法院の二つの判決を取
り上げる。一つは，1995年１月21日のロア n° 95-73「安全に関する方針と計画化法
律」に対する1995年１月16日判決（裁定結果）（以下，「憲法院1995年判決」という）
であり，ビデオ監視のシステムの設置の許可と使用の制限を巡る法条文の違憲性を
巡る判決である。いま一つは，「集団の暴力に対する闘いと公役務の使命を負う者
の保護を強化する法律」に対する2010年２月25日判決（以下，「憲法院2010年判決」
という）である。この事件では，警察や憲兵が，居住用の集団住宅の共用部分でな
されるビデオ撮影の映像をこの住宅の所有者や経営者などから譲り受けることがで
きることを定める規定の違憲性が問われた。本稿では，紙幅の制限があるので，憲
法院1995年判決にかかる審査付託事件については，提訴状と判決文を訳出し，政府
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意見は省略した。憲法院2010年判決に係る審査付託事件については，判決文の紹
介・訳出にとどめざるをえなかった。なお，最後に，参照資料として，集会妨害国
賠訴訟において被告東京都から提出された準備書面の一部を掲載した。
２「安全に関する方針と計画化法律」に対する1995年1月16日判決
（1）「安全に関する方針と計画化法律」に対する審査を求める訴状
60名の上院議員による提訴
提訴上院議員：パリ市モンペリエ通り２番地　憲法院のメンバーである方々
に向けて署名された上院議員
裁判長殿
私達は，憲法第16条２項にしたがい，憲法院に，国民議会により採択された「安
全に関する方針と計画化法律」の第８条，13条ならびに第15条の審査を付託した。
１　ビデオ監視制度について（第８条）
“「偉大な兄弟があなたを見守っている」（BIG BROTHER IS WATCHING YOU）”。
1984年に，ジョージ・オーエル（George Orwell）が懸念したようなこの予見は，現
実とならなかった。20余年後，オー・ドゥ・セーヌ県（Hauts-de-Seine）のそのよう
な重要な街の住民達は，彼らの町の電子による，偏在する，また，抑圧的な心配を
体験する。そして，明日は？
“町のビデオ警察（vidéopolice municipale）”の最初の出現が引き起こした不安は，
確かに，審査のために付託された法律（loi：ロア，以下では「法律」ともいう。）
による，その事項におけるフランスの最初の立法に対する投票と無関係ではない。
立法しなければならないこと，その必要性は何人も否定しなかった。すなわち，フ
ランス共和国憲法第34条は，立法者に，公的自由の行使のために市民に認められた
これらの自由の保障に関する規則を定めること，そして，それゆえ，幾つかの技術
的な発展が実効的に奉仕させることができる，専制により脅かされる自由を保護す
る規定を用意することを命ずる。
“情報処理と自由（informatique et libertés）”と呼ばれる1978年１月６日法律が，
デジタル情報を含むファイルの作成と管理，換言すれば，人々の識別と彼らの私生
活の認識に寄与する所与に関する独立機関である，国立情報処理・自由委員会
（CNIL：la Commission nationale de l'informatique et des libertés）による監視を組
織したときの事情は，このようであった。その法律は，当時，自由に奉仕した。
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立法者が審査に付託された法律の討議のときに置かれたのは，比肩されうる規模
の脅威の面前においてであった。
ビデオ監視は，しばしば何も知らず，また，いずれの場合にも一度も同意を求め
られなかった人々の画像を登録することからなる原則そのもののみならず，CNIL
が特に1994年６月21日付けのその推薦書に記載した，短期間で予見可能な発展にお
いて（デジタル技術のおかげで，データの蓄積能力のおびただしい増大：あるテキ
ストから生ずる英数字の性格を有するファイルがそのようであり得るように，コン
ピューター上で取り扱われうるこれらの画像のデジタル化されたデータへの変換か
ら生ずるファイルの操作のソフトウェアーの普及），その使用の範囲が立法者によ
り厳格に枠付けされなければ，憲法上保障された数多くの自由と基本権，その中で
少なくとも指摘されうるのは，一方では，個人的自由（その者の画像を処理する権
利を通じて，また，恣意的または一般化された監視をされずに往来する自由を通じ
て），また，他方，私生活を尊重する権利（それは，すべての学説上の見解で“公
的生活（1a vie publique）”と呼ばれたものに参加することを選択しなかった私人に
とっては，真実の匿名性を意味する）の行使を著しく脅かす。
これらの条件の下で，“公的生活”に参加する私人の，彼らの意思が明示的であ
れ，事実上推定されうるものであれ，彼らの同意を得ない私人の画像を録画すると
いう原則そのものは，そのような手続に依存することが，極めて厳格に特定された
場所と時間で，また，自由を特に保護する手続的な条件の下で，公序の保護に絶対
的に不可欠でない限りでは，憲法院大法廷判決において，FAVOREU裁判長が，
［この“画像の受信（captation des images）”に関して］，1977年１月12日の n° 76-75
判決，Rec.p.33についてコメントしたときに，彼の意見がそのようであったように，
違憲であるとされうる。
これは，以下のことをいわんとするものである。すなわち，ビデオ監視の使用は，
公の安寧の憲法上の遂行がビデオ監視の使用を絶対的に必要とするときだけ，法律
が憲法上保護された権利と自由の行使を後退させることができることが知られてい
る。そのような権利と自由の行使と両立し，公の安寧に関する憲法の目的から保証
されるときでも，立法者がそれをなすためにこの上のない警戒を持って，それを組
織しかつそれを限定するときだけ，憲法上可能でありうる（参照。特に，“歯止め
効果（effet de cliquet）”について，憲法院1984年10月10・11日の n° 84-185DC，判
決理由48,Rec.p.78；また，憲法院1985年11月８日の n° 84-185DC，判決理由23ない
し26,Rec.p.78；憲法院1993年８月13日の n° 93-325DC，判決理由10，11，76，121な
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らびに133,Rec.p.224）。
したがって，本件においては，以下のことを精査することが適切である。
：立法者が，警察の措置の憲法上の必要性と比例原則を尊重したかどうか。
：立法者が，ビデオ監視への依存を組織し許容した条件が，関係するすべての公
的自由の行使に必要な基本的保障を設けているかどうか（特に，権限を有する
機関の選択：また，とりわけ，権力分立の尊重：基本的権利を保護する手続と
行政と司法の統制の計画について）。
：立法者は，憲法第34条がその事項で立法者に留保した権限を完全に行使したか
どうか，換言すれば，審査に付託された法律が“消極的無権限（incompétence
négative）”の瑕疵がないかどうか。
ところで，審査に付託された法律が憲法不適合性（違憲）の瑕疵があるのは，こ
れらの点についてである。
Ａ．警察の措置の必要性と比例原則の違反について
ビデオ監視の設備の一般化された設置は，憲法上保障された自由のすべての尊重
と両立しえない，文字通り，全体主義的な目的に奉仕する電子的な取調べの最も現
代的な技術の設置に等しい。
したがって，この手段に訴えることは，繰り返して云うが，場所，時間ならびに
理由の厳格な制限の下でのみ許容されうる。
ところで，たとえ，議会における討議の途中で，“居住用建物の内部の画像（les
images de l'intérieur des immeubles d'habitation）”がこのようにして映像化されえ
ないことが，最終的に安堵を持って確証されることができたとしても，このことは，
究極的にオーウェルの悪魔の一部を退けるものであるが，採択された法文の最後の
状態は，その映像化が“特異な仕方で（de manière spécifique）”おこなわれた場合
にだけ，住居用建物の“玄関（entrées）”について，同様の禁止を定めるにとどま
る（原文のママ）。
両院間の精力的な妥協から生まれたこの定式は，恐るべき曖昧なものである。と
はいえ，その定式は，居住用建物の玄関を専ら画面構成に実現することを禁止する
ものとして理解されうる。それに反して，その占有者の往来を監視することが望ま
れる建物がその範囲で（多少広い範囲で，街のカメラまたは私的なカメラで）撮ら
れるようにすることは，何ら禁止されていない。
ある私生活の尊重への恣意的な侵害に委ねられた空間に措置を講ずるためには，
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CNILによる前記の推薦書に書かれた定式と立法府の不明確さを比較することで十
分である（“道路および公的な場所を視野に収めるカメラの恒久的な機能が，個人
の自由，また，特に個人の私生活の尊重への各個人の権利への過度の侵害をもたら
さないこと，さらに強い理由で，公道を監視するために設置されたカメラが建物の
入口を映像化すべきでないことを監視することには，理由がある。”かくして，こ
れらの入口は，カメラの映像化の範囲に含まれてはならない）。このより一般的で，
かつ，にもかかわらず重大な計画について，法律は，“公道上（sur la publique）”
のみならず“特に侵害や盗取の危険にさらされた，公衆に開かれた場所と建築物で
（dans des lieux et établissements ouverts au public particulièrement exposés à des
risques d'agression ou de vol）”，言い換えれば，書き留められた定式の極めて曖昧
な性格を考慮するならば，地域の都市区画の大部分をビデオ撮影に依存することを
許容する。
審査に付託された法律には，同様に，ビデオ撮影の使用のいかなる時間の制限も
含まれていないこと，したがって，ほとんど至る所で，いつでも可能であることが
指摘されうる。
ビデオ撮影に依存する理由に関して，その理由が公の秩序およびより正確には公
の安全を保護する願望を体系的に示すことを期待することは幻想的であろう。付託
された法律のタイトルが他の形容詞の付かない，“安全（sécurité）”に言及すると
しても，それは偶然ではない。そのことは，その名称に，さらに，極めて野心的で
あり，ほとんど幻想的となる目的を与える。
実際，審査に付託された法律は，公衆に開かれた場所が問題となるときから（い
かなる制限もこの計画で表明されていないので），公道での，公的機関によるビデ
オ撮影に依存することを認めないのみならず，あらゆる私人にも認めない。
かくして，町のビデオ警察に，私人のビデオ自警が付け加えられる。言い換えれ
ば，ビデオ監視は，公の秩序の保護のみならず，特定の個人の利害にだけに大いに
便益をあたえうるに過ぎない“私的な秩序（ordre privé）”にも奉仕する。この範囲
において，基本的自由にもたらされた侵害は，明らかに，すべての憲法上の基礎を
失っている。
その上，審査に付託された法律は，起草の最初の状態（国民議会の第１読会）で，
ビデオ監視の操作を“公的な建物また営造物ならびにそれらの付近等の保護に必要
である”ときにだけ，それらの操作を許容するとしていたのに，元老院（第２読会）
では，同数の混合委員会の介入の後に，比較的保護的なこの起草に代えて，最終的
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に“公的な建物また営造物ならびにそれらの付近の保護を確保するために”公的機
関の管轄と書きとどめられた表現に替えた。別の言葉で言えば，ビデオ監視は，そ
れが有用であるときから，これ以後，許容される。そして，どれ程わずかでも，そ
れが有用でないことが，いつ肯定されるであろうか。それが公の秩序または私的所
有権者の利益の保護に必ずしも必要がないときでも。
警察の措置の必要性と比例原則への明らかな違反は，明白である。
Ｂ．公的自由の行使の基本的な保障の明白な不十分性について
デジタル化されたデータの登録と保持に関する憲法に関する判例がそれを証明す
るように，これらの保障は，基本的自由の保護のためには決定的である（参照。特
に，憲法院1983年12月29日の n° 83-164DC，判決理由29と30,Rec.p.67；憲法院1984
年７月26日 n° 83-172DC，判決理由47ないし49,Rec.p.91）。
１．権限を有する機関に関して
審査に付託された法律は，ビデオ監視への依存を許容し，また，その条件を定め
る権限を国家の代理人（県知事，また，パリ市では警視総監）に付与する。このよ
うにすることにより，付託された法律は，基本的自由の文言にかかわっている重要
性を考慮するならば，首相による規則制定権および特に警察の権限の行使に関する
憲法第21条の規定と両立しがたい真の警察の規制制定権を県の機関に付与する。審
査に付託された法律が，国務院（Conseil d'Etat）のデクレの介入を規定するときで
さえ，国務院は，立法者により委譲された機関に直接付与された権限について介入
できないであろう。したがって，ある県の行政区なり他の県の行政区なり，その行
政区の県知事が，県民及び選挙民の安全に関わる幻覚に多かれ少なかれ抵抗するこ
とを自由に感じるか否かにより，“ビデオ警察（vidéo police）”は，およそ脅迫的と
なるであろう。パリ地方（Les Hauts-de-Seine）は，恐らく判例とならないであろう。
しかし，法の前における平等原則は，その地方では，明らかに無視されている。
しかし，より重大なことがある。個人的自由が直接関わっているときに，審査に
付託された法律は，かようにして，電子機器による人民の監視の許可を発給するた
めに統治権に密接に依存する高級官吏に権限を付与する。憲法第66条，それによれ
ば，個人的自由の尊重の守護者は，“司法権（l'autorité judiciaire）”であり，また，
司法権だけであるとする，その規定に対する明確な違反を，なぜそこに見いださな
いのか（現在の憲法上の判例状況において，司法権は，恣意的な拘禁の排除だけを
前提としていないことが知られている）。
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実際，県知事は，県のある委員会により取り囲まれており，立法者は，最終的に，
裁判所の裁判官または名誉裁判官のために，県知事にその委員会を主宰させること
を断念した。しかし，一方において，この委員会の構成について示唆するものは何
一つなく，他方において，特に，この委員会には，諮問と個人からの場合による抗
議の受理の権限が付与されているにすぎず，いかなる裁決も行使され得ない（議会
における立法作業は，特に，合同の同数委員会が，そのメンバーの一人に委員会に
より付与された調査の想定と知らない内に撮影された者から異議を申し立てられた
録画物へのアクセスの拒否の場合における，その提訴も排除したという点で，何ら
の曖昧性も残していない）。これは，県の委員会の介入がその事項における政府の
唯一の代理者の評価権限を何ら制約せず，また，何人をも騙すことができない言い
訳に属するということである。
要するに，とりわけ，国務院が切望したことに反して，CNILの傑出したメンバー
を信ずるならば（ル・モンド，1994年７月７日），審査に付託された法律は，“ビデオ
監視の視聴覚の録画が，情報処理，ファイルならびに自由に関する1978年１月６日
のロア n° 78-17の意味において，それらの録画が記名ファイルの組成のために使用
されたときだけ，記名情報として考えられるにすぎないとの理由で，ビデオ監視に
訴えることを許容するためのCNILの権限を明らかに排除した”。
われわれは，既に主張し，また，CNILの上記の忠告がそのことを疑問の余地な
く示しているように，デジタル記録媒体の現在の技術とそれらの予想されうる発展
は，画像の（デジタル化された）録画と記録媒体とファイルの組成間の区別を，と
りわけまことしやかにする。すなわち，審査に付託された法律は，ここで，ファイ
ルの概念を英数字により組成された物の全体の意味に帰せしめる。このことは，技
術的現実の無視と1978年１月６日のロアの適用範囲を著しく制限する自由の保護の
決定的な減少を，同時に，構成する。
したがって，立法者は，その介入において，その原則そのものにおいて，公的自
由の保護の事項において，基本的保障を構成すると知られている独立の機関の権限
の代わりに，知られているように，統治全体に関する政治的な忠誠義務に服する知
事の権限にすることができると考えた。
２．ビデオ監視の使用の権限付与に関して
審査に付託された法律は，危険なことにも，“公権力（l'autorité publique），”ま
たは，同法律によるさらなる明確化がなければ，住民による電子器機による監視の
遂行に“責任を有する（responsible）”と性格づける私人の同一性について沈黙し
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たままである。その上，県知事の許可制度の組織そのものは，依然として不安のまま
である。かくして，ビデオ監視の現在の装備が問題となるときには，県知事の許可
は，宣言後，“４ヶ月以内に返答がなければ許可されたものとみなされる（réputée
acquise à défaut de réponse dans un délai de quatre mois）”。すなわち，行政庁の４
ヶ月の沈黙期間後にすべての請求が却下されると知られている普通法の制度に抵触
する，黙示の許可のメカニズムは，県知事が処分する現実の管理能力を弱体化させ
るにすぎない。
最後に，現存する規定は，６ヶ月の期間後とだけ，審査に付託された法律の規定
に合致されるべきであろう。この無規律状態の期間の長さは，立法府の怠慢の新た
な徴候である。
３．記録媒体の使用に関して
CNILが，記録媒体の保存は14日を越えないと勧告したのに対して，審査に付託
された法律は，危うく６ヶ月の期間を規定するところであり，憲法の裁判官の非難
への懸念に助けられて，最終的に，１ヶ月の期間を選択した。しかし，そこには，
控えめな節度の始まりが見られるに過ぎない。すなわち，１ヶ月は，数値化された
ファイルを思慮深く作成し，また，住民にビデオ監視者が処理することを望む情報
を再現する時間を，ビデオ監視者に与えるに極めて十分である。この処理とは，さ
らに，審査に付託された法律が録画された画像の再生を禁止していないので，ます
ます危険である。換言するならば，原フィルムの破壊は，この名に値する何らの保
証とならない。
４．統制と救済に関して
審査に付託された法律が，その者の同意なしに撮影された者の出訴権，すなわち，
ほとんど多くの場合に，ビデオ監視は，それがビデオ監視の実効性の名で追行され
る目的であるので，その犠牲者の知らない内に行われるときには，その権利の擬制
的な性質が何人にも免れない権利であるが，その権利を規定する同法律は，“国家
の安全”及び“公の安寧”を維持することができる目的として，録画へのアクセス
の請求には，拒否が申し立てられうると定める。重要な政府の要人の目には，その
権利は国家理性が始まるところで停止するという定式を各人が記憶するときには，
そのような不明瞭性は，恣意とすべての市民の画像の密かな操作への門をさらに大
きく開くことになる。
その上，合同同数委員会は，最終的に，アクセス権が拒否された被撮影者につい
て，それらの権利の実効的な保護を可能にするために，かなり短い期間にその者か
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ら出訴権をこのようにして取り上げることにより，県の委員会に事件を付託する可
能性を回避した。
最後に，デジタル化された画像の録画は，記名化された情報の蓄積と同一視され
得ないとする上述の主張は，CNILが構築した独立の機関が介入するあらゆる可能
性を奪うものである。
実際，審査に付託された法律は，それが排除し得ないもの，すなわち，“必要に応
じて，レフェレ（急速審理手続）の形式で（au besoin en la forme du référé）”，司
法による統制の介入を定める。さらに，一方において，撮影された者が撮影された
ことを知っていること，他方において，権限を有する裁判官が明白に確認できるこ
とが必要となろう。このことは，立法者の明確に指示がない場合に自明なことでは
ない。県知事による決定の存在は，行政裁判官の面前での権限踰越を理由とする救
済方法への道を開く（このことは，レフェレも実務上の射程範囲を著しく制限する）。
しかし，憲法66条の規定（また，刑事訴訟法典）と暴力行為の概念に関する判例は，
司法の権限の大きな空間を検討することに導く。言い換えるならば，審査に付託さ
れた法律は，司法による統制の態様を明白かつ正確に構成していないので，憲法34
条と66条により立法者に割り当てられた権限の重要な部分を行使しなかった。
Ｃ．立法者の消極的無権限について
問題となっている公的自由の基本的保障の本質的な諸側面についての内容が，危
険にも不明確であるときに，繰り返して前述したように，審査に付託された法律
（さらなる明確化をなすことなしに，デクレに適用を差し向けるに止める）は，上
述の公的自由の保護に不可欠な規範のすべてを定めていないという意味で，憲法第
34条に違反することが確認された。権限のこの放棄だけでも，審査に付託された法
律の第８条の憲法違反の宣言を正当化するに十分である。
Ⅱ　示威運動の取締りについて（第13条と15条）
Ａ．示威運動をする自由の行政上の制約について（第13条）
示威運動をする権利は，表現の自由の本質的構成要素の一つで，かつ，歴史的に，
最も基礎付けられている。この権利を確立する原則の憲法上の性格は，全く異論の
余地があり得ない。審査に付託された法律は，公道における示威運動の場合に，車
両検査の極度に拡大する制度を特に定めることにより，その結果，同時に住居の不
可侵を同様に問題とする。その住居の車両は，私生活の尊重の権利と同様に，（参
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照，同旨。“憲法院大法廷判決”p.359へのこの判決の上記の注釈）住居から切り離
せえない延長である（憲法院 n° 76-75 DC du 12 janv.1977,Rec.p.63）。それゆえ，こ
れらの基本的権利の全体の行使が公の秩序の保護の憲法上の目的遂行に厳格に必要
な理由と程度においてのみ，審査に付託された法律により制限されるかを，依然と
して検証することが適切である。
ところで，第１に，審査に付託された法律により定められた措置は，過度に“一般
的でかつ絶対的（générale et absolute）“として，また，より正確には，同法が予防
しようとする公の秩序の混乱について明らかに比例しないものとして現れる。
パリ市の公道での示威運動は，年平均して7000件以上である。審査に付託された
法律が，パリのあらゆる市街地，また，諸地方の重要なすべての都市で１年の大部
分の間，停留する車両の恣意的な検査をできるようにする必然的な効果を有するこ
とを理解するためには，この統計的な所与を喚起することで十分である。言い換え
るならば，本件では，立法者の形式的な外見と慎重さにかかわらず，1976年の事件
と全く比較しうる場合におかれているのである。
さらに，審査に付託された法律は，“状況が公の秩序に重大な混乱を脅かす
（les circonstances font craindre des troubles graves à l'ordre public）”ときから，車
両の検査を許容する。このように曖昧でかつ不明確な表現に依存することは，これ
もまた，立法者の権限の真の放棄を構成するものであり，憲法34条に違反して，表
現の自由の基本的な保障を決定するために立法者が定める権限を有する規定の全体
を規定しないということである。
審査に付託された法律は，警察機関により取られた措置の広さが，“状況が生ぜ
しめた必要性に比例していなければならない（demeurer proportionnée aux
nécessités que font apparaître les circonstances）”ことを単純に規定している点で，
その表現が新たに自由を侵害する表現であるのみならず，“厳格に（比例して）
（strictement（proportionnée））”の副詞が国民議会による第１読会と上院の第２読
会の間で消滅したので，この発展が，立法者の行政に付与する権限を少なくとも拡
張する読み方を行政に許容するので，さらに，必要性の原則の無視を引き起こす。
加えて，住居を侵犯する権限がかようにして恣意的に付与されるのは，県知事に
対してである。確かに，立法者は，最終的に，先験的に司法機関の“統制（contrôle）“
を今一度不明確でほとんど形ばかりの仕方で規定する決断をした。しかし，この強
制された畏敬は，明らかに，個人の自由が新たに問題となっているので，車両の検
査の場合による実施が指揮の下に置かれていないとしても，少なくとも共和国の検
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察官の明示的な許可に服していることを課している憲法66条の尊重を確保するに十
分ではないであろう。
個人的自由も財産権も，憲法上，政府の地方代理人の唯一の“保護（protection）”
の下に置かれ得ない。
これらの条件の下で，審査に付託された法律は，さらに，例えば，明確かつ操作
的に，そのような操作を唯一正統化する個別的な“状況（circonstances）”を定義
するための規則制定権に何らの指示も与えていないので，立法権限の放棄かつ憲法
34条の違反は，ますます明白である。
Ｂ．示威運動をする自由の刑事上の制限について（第15条）
表現の自由の剥奪に関する補完的な刑罰の制度は，フランス法上間違いなく前代
未聞であるように思われる。この意味で，この制度は，明らかに基本的な自由に対
するその原則そのものにおいて認めがたい侵害をなすものである。
この刑罰の制度が公的安全の保護に関する憲法上の目的を追求するために必要で
あるとの政府と過半数の議論は，時折ある行列に追随する“破壊活動家（casseurs）”
が，（常に，活動家がどこに所在するかを知る必要がある）警察機関により恒久的
にリストが作成され，統制され，さらに，３年間住居地に指定され，また，各示威
運動において（言い換えれば，パリ市では，１年のほとんど毎日）彼らは行政の留
置の措置の対象となるに相違ないと認められるときにだけ理解されうる。そのよう
な状況がなければ，審査に付託された法律は，公の秩序の維持に必要でないのみな
らず，明らかにすべての現実的な実効性に欠如している。
全く運良く，審査に付託された法律は，公的自由の状態にとって，少なくとも憂
慮すべきこれらの措置について何らも規定していない。しかし，これらの条件では，
問題となっている刑罰の制度は，公の秩序の保護という憲法上の目的の追行に明ら
かに何ら必要でない。
「人および市民の権利の宣言」の第８条により定められた刑罰の必要性の原則は，
それゆえ審査に付託された法律により無視された。
さらに，審査に付託された法律は，憲法上，表現の自由の重要な構成要素である
示威運動をする権利の将来の使用を，この使用の公の秩序へのそれでも将来の違背
の単なる推測に基づいて，制限することができない。明らかに，刑事裁判官は，公
の秩序に対する場合による損害を３年前に評価することはできない。
結局，刑事制裁の介入は，ここでは，審査に付託された法律が安全の措置ではな
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く補充的な刑罰を規定するときから，原則として，行政警察に属する秩序の維持の
考慮に基づいてのみ，根拠があることになろう。“刑罰（peine）”の必要性は，この
意味で明らかに，存在しない。
さらに，つまり最も衝撃的な“破壊活動家”と示威運動家の間で示唆された同一
視について，問題とすることができる。すなわち，破壊活動家から示威運動する権
利を取り上げることは，彼らが公道にいるある行列のすぐ近くに所在することを阻
止できないので，あらゆる意味と実効性に欠けている。それゆえ，何でどのように
して，彼らを認識するのか。彼らの顔つきであるのか。彼らの衣服であるか。先験
的かつ集団的に疑わしいとして考えられる住民のカテゴリーの全体の居所指定また
は行政上の滞留を組織することができなければ，言われているように，審査に付託
された法律は，公の秩序の維持の現実的な必要性により，明らかに，正当化され得
ない（または，少なくとも，現実的に，かつ，正規な仕方で評価され得ない）。
この点に関して，議会における議論の途中で，政府により，明示的に主張された
着想の源である，スタジアムにおける安全の保護への参照は，心配を残さない。ス
タジアムへのアクセスが統制されるように，“公道へのアクセス（l'accès aux voies
publiques）“は統制されうるか。パリ市は，この点でベルファストの態度を採るこ
とを考慮しなければならないか。この議論が選挙の配慮により着想を得た態度に過
ぎないという感情と，基本的自由の行使と公の安全の維持の間の調整が非現実的で
かつ危険であるとの観念の前での不安の間で，意見が分かれた。
最後に，盛り込まれた刑罰の重さは，新たに規定された違反の重大性とその刑罰
の明らかな不均衡を確立する。すなわち，１年の禁固刑と10万フランの罰金で示威
運動に関する憲法上の自由の単純な行使を処罰することは，この点で注釈を越えて
いる。
署名した元老院議員が憲法61条第２項を適用して，あなた方に付託された法律の
第13条と15条を憲法61条に適合しないと宣言することをあなた方に請求することを
名誉であるとするのは，これらの全体を理由としてである。
憲法院院長，構成員の各位殿
敬具
（2）「安全に関する方針と計画化法律」に関する1995年1月16日判決
（Désion n° 94-352 DC）
憲法院は，1994年12月23日，憲法61条２項に定められた条件において，60名の上
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院議員により，「安全に関する方針と計画化法律」の憲法適合性について審査のた
めに付託されてきた。
憲法院は，
憲法に鑑み
1958年11月７日の憲法院の組織法律に関して修正された n° 58-1067のオルドナン
ス，特に，同オルドナンスの第２編第２章に鑑み
刑事法典に鑑み
刑事訴訟法典に鑑み
労働法典に鑑み
情報処理，ファイルならびに自由に関して修正された1978年１月６日の n° 78-17
のロアに鑑みて
公の秩序の維持の強化に関する措置の規律に関して修正された1935年10月23日の
デクレに鑑みて
報告者は，以下のとおり，理解した。
１．審査に付託した者である，国民議会議員と元老院議員は，安全に関する方針
と計画化法律の第10条，16条ならびに18条に問題があるとして，憲法院に審査を付
託し，彼らがこの目的で同一の審査を求める理由を明確にしたので。
－　第10条について
２．審査に付託した者は，ビデオ監視のシステムの設置の許可と使用の制度を定
めるこの条文について，憲法上保障された複数の自由と基本権の行使を無視するこ
とに憲法不適合の理由を述べた。彼らによれば，憲法上保障された複数の自由と基
本権の中には，司法権が憲法66条にしたがい，その保障を確保しなければならない
個人の自由，恣意的また一般化された監視をされることなく往来する自由，匿名を
求める権利を含む私生活の尊重の権利が挙げられる。この目的で，彼らは，警察の
措置に相応しい必要性と比例原則の無視に加えて，撮影された者が持たなければな
らない統制と救済方法の行使のような許可，画像の使用ならびにそれらの録画を発
給するために必要とされる権限を有する機関と状況に関して，公的自由に関して十
分な保障が創設されていなかったことを主張した。彼らは，立法者がかようにして
公的自由の保障の事項で憲法34条に由来する権限を無視したと主張するので。
３．公の秩序への侵害，特に人身と財産の安全及び犯罪者の捜索の侵害の阻止は，
憲法的価値を有する原則と権利に必要である。憲法的価値を有する目的と個人の自
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由と往来の自由，住居の不可侵が挙げられる憲法上保障された公的自由との間の調
和を確保することは立法者の権限に属する。私生活の尊重の権利の無視は，個人的
自由の侵害をもたらす性質でありうるので。
４．公の秩序の保持という憲法上の価値の目的に応えるためには，立法者は，県
では特に代理人に，パリ市では警視総監に，“建物と公的施設とそれらの周辺の保
護，国家防衛に有用な施設の保護，道路交通の規制，交通規則違反の確認，もしく
は，特に攻撃や盗取の危険に曝されている場所の身体や財産の安全への侵害の防止
を確保する”目的で，権限を有する公的な機関により適用される公的な手段につい
て，撮られた画像の送信と録画を確保するビデオ監視のシステムを創設することを
許可する権限を有した。立法者は，同様に，これらの機関に，特に攻撃または盗取
の危険に曝されている公衆に開かれた場所と施設において，身体と財産の安全を確
保するためにビデオ監視のそのような実施を許容する権限を有した。にもかかわら
ず，そのようなビデオ監視のシステムの適用は，上述された個人的自由の行使を保
護する性質を有する保障と調和されなければならないので。
５．第１に，立法者は，公衆が，ビデオ監視のシステムの存在と責任を有する機
関と人について明確かつ恒久的に情報提供されることを義務づけた。立法者は，建
物の内部，とくにその玄関の画像がビデオ撮影されることを禁止したので。
６．第２に，立法者は，国家防衛の事項を除き，裁判官または名誉裁判官により
主宰された県の委員会の意見に基づく県の許可を配備した。この委員会に帰せしめ
られた役割に関して，その構成は，独立の保障を備えていることに違いないので。
７．第３に，立法者は，県の許可が，特に，ビデオ監視のシステム開発の責任を
負い，または，画像をビュアーで見る者の資格に関して，また，その法律の諸規定
の尊重を確保するために採るべき措置に関して，知事の許可がすべての有用な警告
を定めることを求めたので。
８．第４に，立法者は，すべての利害関係人に，最長１ヶ月の期間内に利害関係
人に関する画像にアクセスするために，また，その破棄を確認するために，ビデオ
監視のシステムに責任を有する者に問い合わせる権利を開いた。立法者は，国家の
安全，防衛，公の安寧，裁判所の面前で開始された手続またはそのような手続の前
提となる作業の進行，もしくは，第三者の権利に起因する”理由に相反していると
の留保の下で，このアクセスが権利であることを明確にした。“第三者の権利（droit
des tiers）“ への参照は，そのようなコミュニケーションが私生活の秘密に害をも
たらす性質である場合だけを対象としていると見なされなければならないので。
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９．第５に，立法者は，さらに，すべての利害関係者に，ビデオ監視のシステム
の機能に由来するすべての紛争について，上述した県の委員会を付託する可能性を
保証した。その定式化の一般的な性格に関して，この権利は，利害関係人に関する
画像へのアクセスに関するすべての紛争を委員会に付託する可能性を準備する者と
して，または，これらの画像の破壊の検証に起因するとして理解されなければなら
ない。立法者は，さらに，この行政手続が利害関係を有する者が権限を有する裁判
所に，必要があるときにはレフェレの形式で，付託する権利への障害となりえない
ことを喚起したので。
10．第６に，画像の録画は，現行犯の捜査，予備的な捜査もしくは裁判所の証拠
調べの場合を除いて，最大限一ヶ月の期間内に破棄されなければならないと規定す
ることにより，立法者は，情報処理，ファイルならびに自由に関する立法により規
定された保証にしたがって，記名のファイルの編成のために使用される問題となっ
ている条文の１により定められた場合を除き，一方において，それらの破壊が正当
化される場合を規定し，また，他方，ビデオ監視のこれらの画像のあらゆる再生ま
たは操作が禁止したと見なさなければならないので。
11．第７に，立法者は，これらの規定の尊重を確保するために，“刑法典第226-1
条，労働法典のL-120-2，L.121-8及びL.432-2-1の規定を害することなく，許可なく
ビデオ監視の録画を行い，定められた期間内に画像を破壊せず，それらの画像を変
造し，県の委員会の行為を妨げ，権限を有しない者に画像を至らしめ，もしくは，
ビデオ監視の録画が許可された以外の他の目的でこれらの画像を使用する行為“を
処罰する刑事罰を規定したので。
12．にもかかわらず，必要とされる許可の請求に関して，立法者は，“求められ
た許可に対して，４ヶ月の期間内に返答がなければ，得られたものとみなされる”
と規定した。立法者は，特定期間の行政の沈黙が請求の拒否に値するとの一般原則
に抵触しうる。にもかかわらず，ビデオ監視のシステムの設営が個人的な自由のた
めにもたらしうる危険を考慮して，立法者は，そのときに上記の憲法上の原則から
法的保障を奪うことなしに，そのようなシステムを設営することの許可を行政機関
の勤勉さに服せしめることができないので。
13．前記の解釈の留保の下で，前に分析された他の諸規定は，この最後の規定か
ら分離されうるものとして見なされなければならない。
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－　第16条について
14．審査に付託された法律の第16条は，公の秩序の維持の強化に関する措置の規
律に関する1935年10月23日のデクレに第２条 bisを挿入するので。第２条 bisの第
１項は，県では国家の代理人，また，パリ市では警視総監に，公道における示威運
動の宣言の日から，もしくは，示威運動が宣言されなかったときには，それが認識
されたときから，正当な理由がなければ，発射物として使用されうる，または，刑
法典第132-75条の意味における武器を構成し，物の所持と運送を禁止することを可
能にするので。同第２条bisの第２項にしたがい，この禁止の尊重を確保するため
に，司法警察官と司法警察官補佐により補佐された司法警察の官吏は，知事の指示
に基づき，公道を通行する車両を検査し，また，警察機関により命ぜられた禁止に
違反して所持された物を差し押さえることができるので。この条文の第３項にした
がい，前項により定められた規則の適用は，共和国検事が知事により与えられた指
示を直ちに知らされた後で，司法機関の統制に服する。最後に，その条文の全体の
適用の態様は，第４項により，国務院のデクレに回付されたので。
15．提訴者である，国民議会議及び元老院議員は，第１に，上で分析された諸規
定は，それらの規定が無条件で，十分な制限もなく車両の検査を許可するという事
実から，住居の不可侵及び私生活の尊重を侵害すると主張する。彼らは，第２に，
立法者が公の秩序への混乱の重大性への警察の措置の厳格な比例原則を無視したと
主張する。第３に，提訴者は，個人的自由が関わっているので，車両の場合による
検査は，共和国検事の指示ではないとしても，少なくとも許可に服しめられるべき
であると主張した。最後に，彼らは，立法者が，車両のそのような検査を正当化す
る特別の状況を定義していないので，憲法第34条に由来する権限を無視したと主張
するので。
16．法律により，このように規定された措置は，個人的自由，往来の自由ならび
に思想と言論の集団的表現の自由が行使される条件に抵触する。一方において，憲
法上保障されたこれらの自由の行使，他方において，公の秩序への侵害の予防及び
特に憲法的価値を有する目的に答える身体と財産の安全への損害との間の調和を確
保することは立法者の権限に属するので。
17．第１に，立法者は，状況が公の秩序に重大な侵害を引き起こす場合に，刑法
第132-75の意味における武器を構成しうる物の所持と運送を禁止する権限を県の機
関に開くことができた。立法者は，問題となっている示威運動の24時間またその解
散までの間それを使用しうるに過ぎない。そのような権能は，その範囲は，状況が
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生ぜしめた必要性に比例しなければならない，示威運動の場所，近接する場所なら
びにそれらの入り口に限定されるので。例外的な状況を除き，立法者は，示威運動
の場所または直近の場所についてのみそれを許可したものとして理解されるべきで
あるので。
18．にもかかわらず，立法者は，刑法典第132-75条の意味における武器を構成し
うる物の所持または運送を禁止することができるとしても，差し押さえられ得る発
射物として使用され得るすべての物にこの禁止を拡張することは，一般的かつ不明
確なその定式化により個人的自由への過度の侵害に導きうる性質を有するので。そ
れ故，“発射物，または，・・・として使用され（être utilisés comme projectile
ou...）”との文言は，憲法に反するものとみなされなければならないので。
19．第２に，刑法典第132-75条の意味における武器を車両の中で発見し，また，
差し押さえるために，車両の検査を実施することに関して，それらの実施が犯罪の
証明を含み，また，その守護者であるこれらの所有者の訴追に導く範囲において，
司法警察に帰属する。個人的自由に関わるそのような捜査の実施が問題となるので，
その捜査を行うことの許可は，憲法第60条にしたがい，この自由の守護者である司
法機関により与えられなければならない。
20．司法機関によるこれらの検査の実施の事前の許可を規定することなく，県の
禁止の尊重を確保するために公道上で往来するすべての車両の検査を可能にするた
めに，司法機関が知事により与えられた指示の情報が与えられたことを示すことに
とどめることにより，立法者は，憲法第66条の諸規定を無視した。それ故，第16条
の第３項と第４項は，憲法に反すると宣言されなければならない。
－　第18条について
21．提訴者は，本条の１だけを問題としている。この規定は，“第322-1第1項及び
第322-6条ないし322-10条で定義された違反の場合における刑事法典第222-7条ない
し第222-13条，322-1条第1項，第322-2条ならびに第322-3条で処罰される”違反の，
公道における示威運動の実施のときに，有責とされた者に対する３年を超えない期
間，有罪判決により定められた場所における公道での示威運動に参加することを禁
止することの補充的な刑罰を創設する。さらに，この条文は，この禁止を無視して
ある示威運動に参加した者に対して，１年の禁固刑と10万フランの罰金刑を定める。
22．提訴者である国民議会の議員と元老院議員は，これらの刑罰が表現の自由に
侵害をもたらすと，それらの刑罰が必ずしも必要でなく，またあらゆる事態で，そ
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れらの刑罰がなされた違反に比例していないことを主張したので。
23．新たなる違反に適用されうる刑罰を決定することにより，新たな違反を規定
することが立法者に許されるので。にもかかわらず，立法者には，このようにして，
公の秩序の要請と憲法上保護された自由の保障の両立を確保する責任を有する。
24．立法者により規定された最大限３ヶ月の期間，示威運動をすることの禁止は，
有責判決により定められた場所に制限されている。この禁止の原則のみならず，そ
の適用分野を決定することは刑事裁判官の権限に属する。問題となっている条文に
より列挙された違反の性質を考慮して，既に言及された禁止同様に，その無視を制
裁する刑罰は，制裁の比例性の原則を侵害せず，また，個人的自由，往来の自由な
らびに思想と意見の集団的表現の権利の要請を無視する性質を有しないので。
25．憲法院に審査のために付託された法律の他の規定に関する憲法への適合性へ
の他の問題を提起することには理由がないので。
判決する。
第１条
第10条において，“求められた許可に対して，４ヶ月の期間内に返答がなけれ
ば，得られたものとみなされる”との文言，
第16条第２項において，第３項と第４項と同様に，“発射物または，・・・と
して使用され”の文言は，憲法に違反すると宣言される。
第２条
本判決は，フランス共和国官報で公表される。
1995年１月17日と１名目の会期において，憲法院において判決された。
裁判長，Robert BADINTER
1995年１月21日の官報，1154頁
Recueil,p.10
３「集団の暴力に対する闘いと公役務の使命を負う者の保護を強化する
法律」に関する2010年2月25日判決（Décision n° 2010-604 DC）
憲法院は，2010年２月25日，憲法61条２項に定められた条件において60名の上院
議員により，集団の暴力に対する闘いと公役務の遂行の責務を負う者の保護を強化
する法律の憲法適合性について審査のために付託されてきた。
憲法院は，
憲法に鑑み
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1958年11月７日の憲法院の組織法律に関して修正された n° 58-1067のオルドナン
ス，特に，同オルドナンスに鑑み
建築と居住法典に鑑み
刑事法典に鑑み
非行少年に関する修正された1945年２月21日の n° 45-174のオルドナンスに鑑み
安全に関する方針と計画化に関する1995年１月26日の n° 95-74の法律に鑑み
2010年２月19日に登録された政府の意見に鑑み
報告者は，以下のとおり，理解した。
１．審査のために付託した者，国民議会議員と元老院議員は，同法律の第１条と
第14条について異議を申し立てた。提訴者たる上院議員は，さらに同法律の第５条
に異議を申し立てたので。
－　第１条について
２．審査に付託された法律の第１条第１節は，以下の文言で，刑法典に第222-14-2
条を挿入した。“一つまたは複数の物理的な行為により特徴づけられる，身体に対
する任意の暴力，財産の破壊または破損の準備ために，一時的に形成されたもので
あれ，ある者がある集団に承知の上で参加する行為は，１年の禁固刑また1万5000
ユーロの罰金により処罰される”。
３．請求者は，この新しい刑罰を法定することにより，立法者が刑罰の必要性と
比例性の原則，犯罪と刑罰の法定の原則，責任の個人的かつ故意の性格，防御権の
尊重，ならびに，最後に，結社，意見，集会また示威運動の自由を無視したと主張
したので。
４．立法者には，適用されうる刑罰を決定することにより，新しい犯罪を規定す
ることが許される。このようにすることにより，一方では，公の秩序の要求と思想
と言論の集団的表現の自由の権利が属する憲法上保護された権利の保障との間の調
和を確保すること，また，他方では，1789年の人と市民の権利宣言第８条と第９条
から生ずる諸要求を尊重することは，立法者の権限に帰属するので。
犯罪の必要性の不存在及び一事不再理準則から引き出された理由に関して
５．請求者は，刑法典第222-14-2条により創設された犯罪は，その犯罪が対象と
する諸々の行為が他の刑事上の呼称の下で処罰されうるので，必ずしも必要でない
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と主張するので。
６．本法第１条により刑事法典に挿入された犯罪は，集団で集合した人々により
遂行された身体になされた暴力と財産に引き起こされた損害に対して闘うという公
の秩序上の要請に応える。刑罰の必要原則は，立法者に，ある行為が刑事上の異な
る名称を引き起こしうることを規定することを禁止していない。新たなる犯罪化は，
ある者が終局判決により，既に放免され又は有罪とされた違反を理由に，同一人物
が訴追されることを可能にする目的も効果もない。いずれにせよ，新たなる犯罪化
は，同一の適用範囲，同一の定義，刑事法典第450-1条の規定する犯罪者の集合罪，
又は，第441-4条以下の規定する騒擾罪と同一の目的を有しない。身体に対する意
思に基づく暴力未遂は処罰されえない。幾つかの犯罪の企行の予備行為の処罰に至
る犯罪化が問題となっているので，新しい犯罪化は，組織化された集合，集団での，
又は，奸計による企行の加重情状の状況での既遂の犯罪とは別個の挙動を対象とし
ているので。
犯罪と刑罰の合法性の原則の無視から引き出された理由に関して
７．請求者によれば，その不明確さにより，この犯罪の実質的な要素の定義は犯
罪と刑罰の合法性の原則を無視しており，結社，集会，示威運動及び言論の自由な
表現の自由への侵害をもたらすことを認めるので。
８．立法者は，1789年の宣言第８条に由来する犯罪と刑罰の合法性の原則のよう
な憲法第44条から，刑事法の適用範囲を自ら定め，また，十分に明瞭かつ明白な文
言で犯罪と刑罰を定義する義務がある。この要請は，刑罰の宣告における恣意を排
除するためのみならず，行為者の捜索のときに不必要な厳格さを避けるためにも必
要であるので。
９．批判された違犯を創設するときに，立法者は，集団で蝟集する者達が犯さん
と企図する人に対する意図的な暴力，財産の破壊や破損の幾つかの準備行為を処罰
することを意図した。この目的で，新しい犯罪の法定は，刑事法典第142-71条によ
り定められた組織犯罪の加重状態の定義から，“集合”と“一つ又は幾つかの実質
的な事実により特徴づけられた準備”を借用する。これらの文言は，刑事法典第
450-1条により定められた犯罪者の集合罪を構成する要素の中にも取り入れられて
いる。有罪を受けるためには，行為者は，集団に“事情を知った上で”参加しなけ
ればならないと付け加えられた。一方，この集団は“一時的に・・でさえ”形成さ
れうること，他方，立証された参加が特定された違犯の“準備のため”であること
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が明記された。かくして，この犯罪は，犯罪の法定原則を無視しないために十分に
明瞭かつ明白な文言で定義された。不明瞭でも曖昧でもない文言で定式化された，
それらの構成要素は，それ自体，思想と言論の集団的表現の自由の権利を問題とす
る性質を有しないので。
個人的行為の責任の原則，責任の故意性，無罪推定の尊重ならびに防御権の無視
から引き出された理由に関して
10．請求者は，ある者が共同正犯であり，または，共犯であることを証明する必
要なしに，第三者によりなされた行為についてある者を裁判することを可能にする
ために，新しい犯罪の法定が集団的な刑事責任を確立したと主張した。その犯罪適
用は，故意の要素を考慮せず，また，集団におけるこの者の現存の事実だけで有責
の推定を確立することに導く。かくして，この規定は，刑事事項における個人的な
行為責任原則，無罪推定を無視し，また，防御権を無視して，証明責任の転換を行
うので。
1l．1789年の宣言第８条と９条からは，何人もその固有の行為についてのみ処罰
されうるとされる。犯罪と処罰が問題となっているので，有罪性は，刑事上制裁さ
れた具体的な帰責性だけからは生じない。要するに，犯罪事項における，犯罪の法
定には，犯罪の具体的な要素に加えて，故意または故意でないとの，犯罪の心的要
素が含まれなければならない。最後に，原則として，立法者は，刑事処罰の事項に
おいて，有責性の推定をしてはならないので。
12．刑事法典の新しい第222-14-2条は，ある個人について，事情を知った上で，
集団に参加する行為を処罰する。これらの違犯の準備がその者自身によりまたはそ
れを知る者になされた具体的な人または幾つかの行為により性格づけられることを
条件として，その者が身体に対する暴力と財産への損害をもたらすためにその行為
をなしたことが立証されなければならない。これらの条件においては，批判された
規定は，第三者によりなされた行為に対する刑事責任を制定していない。この規定
は，違犯をなす故意が無ければ犯罪も刑罰も存在しないとの原則に反しない。この
規定は，有責性の推定も証明責任の侵害も創設しない。要するに，その規定は無罪
推定にも防御権も侵害しないので。
刑罰の比例原則の無視から引き出された理由に関して
13．請求者によれば，新しい犯罪により創設された刑罰は，明らかに行き過ぎで
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ある。加えて，立法者は，準備された暴力の重大性に関連して，刑罰の重さを変化
しなければならない。また，そうすることを差し控えるならば，立法者は，その決
定が法律にのみ帰属する規定を確定する配慮を司法権に移すことになるので。
14．憲法第44条の規定によれば，“法律は，重罪および軽罪の決定ならびにそれ
らに課せられる刑罰・・・に関する規則を定める”。憲法第61条は，憲法院に，国
会の有する権限と同位置に一般的な評価と決定権限を付与せず，審査に付託された
諸法律の合憲性について宣言する権限だけを付与した。違犯に付加された刑罰の必
要性が立法者の評価権限に帰属するとしても，違犯と科される刑罰の間に明白な不
均衡が存在しないことを確保することは，憲法院に帰属するので。
15．第１に，上述された条件において，身体への暴力または財産への損害の行為
を行うために集団に意図的な参加に，１年の禁固刑また1万5000ユーロの罰金で処
罰することにより，立法者は，明らかに不均衡な刑罰を定めなかったので。
16．第２に，この新しい違犯の創設は，幾つかの違犯，特に身体への暴力への準
備行為への参加を処罰するに至り，その行為の重大性は，この段階でのみ想定され
るに過ぎない。それゆえ，請求者の立法者に対してなされた，ただ場合に応じて状
況との関連で刑罰を変化させなかったとの不服は，理由がないので。
17．最後に，この刑事上の違犯の処罰の態様は，1789年の宣言第８条にしたがい
裁判官に付与された刑罰の個別化原則に抵触する目的も，効果も有しないので。
18．以上のことから，刑事事項における憲法上の要請の無視から引き出された不
服は，回避されなければならない。付託された法律の第１条は憲法に反しない。
－　第５条について
19．付託された法律の第５条は，建設と住居法典に，L.126-1-1の一条分を挿入し
た。その規定によれば，“警察または憲兵の役務の介入，もしくは，万一の場合に
は，自治体の警察の官吏が必要とする出来事または状況が居住用の集合建物の共有
部分で発生したときには，この建物の所有者または経営者もしくはそれらの代理人
は，これらの共有部分で作動されているビデオ監視システムのビデオ映像の受取人
をこれらの役務またはこれらの官吏となしうる。
“これらの映像の譲渡は，居住用集合住宅の所有者または経営者もしくはそれら
の者の代理人の権限に属する。それらの譲渡は，即刻に行われ，かつ，厳格に限定
された警察または憲兵の役務の介入，もしくは，万一の場合には，自治体の警察の
官吏が必要とするときに限定される。
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“国務院のデクレが，本条の適用の態様を明確化する。”
20．請求者たる元老院の議員によれば，不明確な状況において，私人の場所で撮
影された映像の録画を警察また憲兵の業務の使用に可能とすることにより，立法者
は，その権限の内側にとどまっている。この事実から，立法者は，公の秩序の保護
の必要性により，私的生活の尊重への然るべき要請に，不均衡かつ正当化されない
侵害をもたらすであろう。請求者たる元老院の議員は付け加えて主張する。立法者
は，自治体の警察に，その権限には属さない行為に関係する映像の名宛人となりう
る可能性を付与することにより，同一の要請を無視したので。
21．第１に，1789年人および市民の権利宣言の第２条の文言では，“あらゆる政
治的結社の目的は，時効により消滅することのできない，生来の人権の保持である。
これらの権利は，自由，所有，安全ならびに抑圧への抵抗である”。この条文によ
り宣言された自由は，私的生活の尊重を意味するので。
22．第２に，憲法第34条によれば，公的な自由の行使のために市民に付与された
基本的な保障に関する規定を定めることは立法者の権限に帰属する。特に，立法者
は，憲法的な価値を有する権利と原則の保護のいずれにも必要な，犯罪者の捜索及
び公の秩序への侵害の阻止のような，私的生活の尊重と憲法上の他の要請の間で調
整を確保しなければならないので。
23．立法者は，居住用の共同建物に居住し，または往来する人々の私的生活の保
護のために必要な保障を備えることなく，居住用建物の公衆に開かれていない部分
におけるビデオ監視のシステムにより入手された映像を，自治体の警察と同様に国
家の警察また憲兵の役務への移転を可能にした。上記の1995年１月21日の第10条の
適用範囲には入らない，この状況を鑑みるに，立法者は，自らに課せられた上述の
憲法上の要請の間で調整を行うことを懈怠したので。よって，付託された法律の第
５条は，憲法に違反すると宣言しなければならない。
－　第14条について
24．第14条は，刑事法典に，学校教育施設への武器の持ち込みのような許可され
ていない者の侵入を処罰することを目的とした第441-22条と第441-28条を挿入した
ので。
－　刑事法典第441-22条と第441-24条に関して
25．刑事法典第441-22条の文言によれば，“学校教育施設に法律上または規則上
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の規定にしたがい権限を与えられることなく，または，権限を有する官庁により許
可されることなく，その施設の静謐または良き秩序を紊乱する目的で，学校教育施
設の構内に侵入し，または，そこに留まる行為は，１年の禁固刑また7500ユーロの
罰金により処罰される”。第441-24条は，その犯罪が集団でなされたときには，４
年の禁固刑と4万5000ユーロの処罰を定める。
26．請求者によれば，これらの規定は，二重の犯罪の法定を構成する。これらの
規定は，結社と表現の自由を侵害する。これらの規定は，犯罪と刑罰の法定原則及
び刑罰の比例原則を無視するので。
27．第１に，犯罪は，学校教育施設に権限を与えられることなく，または，権限
を有する官庁により許可されることなく，施設の構内に侵入し，または，そこに留
まる行為が施設の静謐または良き秩序を紊乱する唯一の目的であるときに特徴付け
られる。このように，本犯罪は，犯罪と刑罰の法定原則を充足させるに十分な明確
さで定義されているので。
28．第２に，刑罰の必要性の原則は，立法者に，幾つかの行為が異なる刑事上の
性格付けを引き起こしうることを予想することを禁止していない。その犯罪が定義
されるような，あらゆる事態で，この禁止は，学校施設でなされた暴力または毀損
の違犯と混同されないので。
29．第４に，批判された刑罰は，新しい犯罪の法定と明白な不均衡を呈しないので。
30．最後に，前述の諸規定は，往来の自由と思想と意見の集団的表現の自由の権
利に何ら侵害をもたらすものでないので。
刑事法典第421-25条に関して
31．刑事法典第421-25条の文言によれば，“刑事法典第441-25条で定められる犯罪
が，武器を保持する者により集団でなされるときには，その罰則は，５年の禁固刑
と7万5000ユーロの罰金に処せられる。”
32．請求者の主張することに反して，この加重する状況は，武器の保持者にのみ
適用される。それゆえに，この状況は，集団的な責任を創設しないので。
刑事法典第421-27条に関して
33．刑事法典第421-27条の文言によれば，“フランス領土上における禁止は，刑
事法典第421－25条で定義された犯罪により有責とされたすべての外国人に対して，
第141－40条に定められた条件において，終結的であれ，最長10年の期間であれ，
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宣告されうる。”
34．請求者は，この規定が，それが未成年者に適用されるので，日常的な家庭生
活を過ごす権利と未成年者の刑事責任がその年齢を理由として軽減されなければな
らないとするフランス共和国の諸法律により認められた基本原則に明らかに比例し
ない侵害をもたらすと主張するので。
35．上述した1945年２月２日のオルドナンス第20-4条に基づき，フランス領土上
における禁止は，未成年者に対して宣告されえない。よって，提訴の理由は斥けら
れなければならないので。
36．付託された法律の第14条は，憲法に反しない。
37．憲法院にとっては，憲法適合性のいかなる問題についても，職権で，取り上
げることには理由がないので。
判決する。
第１条　集団の暴力に対する闘いと公役務の使命を負う者の保護を強化する法律
第５条は，憲法に違反する。
第２条　同法律第１条と第14条は，憲法に違反しない。
第３条　本判決は，フランス共和国官報で公表される。
2010年２月25日の会期において，憲法院により審理された。
裁判長，Jean-Louis DEBRÉ
2010年４月４日の官報，4412頁
Recueil,p．（公布待ち）
４　二つの憲法院判決の意義
（1）ビデオ監視のシステムの設置の許可と使用の制度について
１）ビデオ撮影を巡る日・仏の彼我の状況
憲法院の「安全に関する方針と計画化法律」に関する1995年１月16日判決
（Décision n° 94-352 DC）は，ミッテラン大統領の下で司法大臣を務め，死刑制度
を廃止するためにフランス憲法を改正することに尽力した（第66条の１の追加），
Robert BADINTER裁判長により下された。BADINTER裁判長により下された本判
決について，わが国の法状況，判例のおかれた状態ならびに行政とりわけ警備・警
察の実務を前提にコメントすることは，ほとんど，無意味であろう。なぜならば，
9 / 11以後，ビデオ監視システムの設置や使用が個人や行政警察または司法機関の裁
76 専修ロージャーナル　第６号 2011. 1
量により普及し，個人の自由を侵害しているとしても，わが国の立法者は，この事
態に立法を持って法規制していないからであり，まして，日本国憲法の下でも人権
侵害問題として，厳然と対処しなければならないという意識が警備・警察実務家に
乏しいからに他ならない。
２）不安を掻き立てた安全に関する方針と計画化法律
フランスでは，ビデオ監視に関して，1995年１月21日のロア n° 95-73「安全に関
する方針と計画化法律」が制定された。しかし，この法律は，そら恐ろしい不安を
かきたてる内容であった。国民議会議員と元老院議員の各60名は，同一の文言で，
しっかりと理由付けをして憲法判断を求めるために審査に付託したのである。この
審査付託に対して，憲法院は，二つの条文を例外として，かつ，解釈の留保の下で，
この法律は憲法に適合することを認めたにすぎないのである。
３）本判決の主要な留意点
本判決の評釈者であるストラスブール第３大学（ロベール・シューマン大学）の
Frédérique LAFAY講師は，本判決が二つの点で注意を喚起するとした（Nécessaire
conciliation par la législateur de la prévention des atteintes à l'ordre public et des
libertés constitutionnellement garanties,Semaines juridique,1995,Ⅱ,22525）。第１点
は，提訴権者が「示威運動の自由（la liberté de manifestation）」また「示威運動の
権利（le droit de manifester）」を明示的に援用していたことについて，本判決では，
「個人の自由（des libertés individuelles）」の概念に関する永続的な憲法判例に不確
実性を追加したに過ぎない。また，憲法院は，本判決において，「憲法上保証され
た自由（la liberté constitutionnellement garantie））」として，憲法的価値を有する
「思想と意見の集団的表明の権利（la droit d'expression collective des idées et des
opinions）」を初めて確立した。しかし，その権利に関わる「憲法上の自由」が明
確に定義されなかったということである。そして，その権利の法文上の根拠につい
て語ることもない。その結果，その権利から何も演繹されていないということであ
る（Cf., François BARLOY, Le conseil constitutionnelle, la liberté induviduelle et
l'ordre public, Rev．administrative,1995,p.486）。第二点は，憲法院が基本となる概
念，例えば，「思想と意見の集団的表明の権利」を定義することを躊躇することか
ら，憲法裁判官は，通常使用する統制の他の技術に訴えることをためらい，頻繁に
条文解釈技術を用い，理由が欠落するという事態に陥っているとの，憲法院の法制
度についての事情である。
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４）「行政の沈黙」について
憲法院は，本判決において，「行政の沈黙」についても判断を示した。立法者は，
「特定期間の行政の沈黙が請求の拒否に値するという一般原則に抵触しうる（peut
déroger un principe générale selon lequel le silence de l'administration pendant un
délai déterminé vaut rejet d'une demande）」とした。しかし，1970年２月27日の
Commune de Bozas判決において肯定された，「行政の沈黙は拒否に値する」との
原則が，個人の自由に関わるときにも維持されるかが問題となった。憲法院は，個
人の自由に関わるときには，ロア（法律）は，「行政の沈黙が承諾に値すると定め
ることができない」と裁定した（Louis FAVOREU, Rev. franc. de droit administratif
(RFD),1995,p.1246；Jérôme TREMAU, Dalloz,1997,Somm.p.121.）。
（2）憲法院に審査を付託した者の理由付けに説得力があること
１）憲法院に審査を付託した議員達は，ビデオ監視のシステムの設置の許可と使
用の制度を定めるこの法律の条文について，憲法上保障された複数の自由と基
本権の行使を無視しているとして，憲法不適合の理由を述べた。この理由付け
は，説得力に富むと判断できる。
その理由を見るに，憲法上保障された複数の自由と基本権の中には，司法権
が憲法66条にしたがい，その保障を確保しなければならない個人の自由，恣意
的また一般化された監視をされることなく往来する自由，匿名を求める権利を
含む私生活の尊重の権利が挙げられるとする。この目的で，警察の措置に相応
しい必要性と比例原則の無視に加えて，撮影された者が保有しなければならな
い統制と救済方法の行使のような許可，画像の使用ならびにそれらの録画を発
給するために必要とされる権限を有する機関と状況に関して，公的自由に関し
て十分な保障が創設されていなかったこと，立法者がかようにして公的自由の
保障の事項で憲法34条に由来する権限を無視したと主張したのである。
２）憲法院は，この主張に対して，公の秩序への侵害，特に人身と財産の安全及
び犯罪者の捜索の侵害を阻止することが憲法的価値を有する原則と権利に必要
であり，憲法的価値を有する目的と個人の自由と往来の自由，住居の不可侵が
挙げられる憲法上保障された公的自由との間の調和を確保することが立法者の
権限に属する，とした。なぜなら，私生活の尊重の権利の無視は，個人的自由
の侵害をもたらす性質を有するからである。
３）そして，公の秩序の保持という憲法上の価値の目的に答えるためには，立法
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者は，県では特に代理人に，パリ市では警視総監に，“建物と公的施設とそれ
らの周辺の保護，国家防衛に有用な施設の保護，道路交通の規制，交通規則違
反の確認，もしくは，特に攻撃や盗取の危険に曝されている場所の身体や財産
の安全への侵害の防止を確保する”目的で，権限を有する公的な機関により適
用される公的な手段について撮られた画像の送信と録画を確保するビデオ監視
のシステムを創設することを許可する権限を有した。立法者は，同様に，これ
らの機関に，特に攻撃または盗取の危険に曝されている公衆に開かれた場所と
施設において，身体と財産の安全を確保するためにビデオ監視のそのような実
施を許容する権限を有した。にもかかわらず，そのようなビデオ監視のシステ
ムの適用は，上述された個人的自由の行使を保護する性質を有する保障と調和
されなければならない。
４）具体的には，立法者は，
第１に，公衆が，ビデオ監視のシステムの存在と責任を有する機関と人を明
確にかつ恒久的に情報提供されることを義務づけ，建物の内部，とくにその玄
関の画像がビデオ撮影されることを禁止した。
第２に，国家防衛の事項を除き，裁判官または名誉裁判官により主宰された
県の委員会の意見に基づく県の許可を配備した。この委員会に帰せしめられた
役割に関して，その構成は，独立の保障を備えているに違いない。
第３に，県の許可が，特に，ビデオ監視のシステム開発の責任を負い，また
は，画像をビュアーで見る者の資格に関して，また，その法律の諸規定の尊重
を確保するために採るべき措置に関して，知事の許可がすべての有用な警告を
定めることを求めた。
第４に，すべての利害関係人に，最長１ヶ月の期間内に利害関係人に関する
画像にアクセスするために，また，その破棄を確認するために，ビデオ監視のシ
ステムに責任を有する者に問い合わせる権利を開いた。立法者は，“国家の安
全，防衛，公の安寧，裁判所の面前で開始された手続またはそのような手続の
前提となる作業の進行，もしくは，第三者の権利に起因する”に理由で相反し
ているとの留保の下で，このアクセスが権利であることを明確にした。“第三
者の権利“への参照は，そのようなコミュニケーションが私生活の秘密に害を
もたらす性質である場合だけを対象としていると見なされなければならない。
第５に，すべての利害関係者に，ビデオ監視のシステムの機能に由来するす
べての紛争について，上述した県の委員会を付託する可能性を保証した。その
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定式化の一般的な性格に関して，この権利は，利害関係人に関する画像へのア
クセスに関するすべての紛争を委員会に付託する可能性を準備するものとし
て，または，これらの画像の破壊の検証に起因するとして理解されなければな
らない。立法者は，さらに，この行政手続が利害関係を有する者が権限を有す
る裁判所に，必要があるときにはレフェレの形式で，付託する権利への障害と
なりえないことを喚起したので。
第６に，画像の録画は，現行犯の捜査，予備的な捜査もしくは裁判所の証拠
調べの場合を除いて，最大限一ヶ月の期間内に破棄されなければならないと規
定することにより，立法者は，ファイル及び自由に関する立法により規定され
た保証にしたがって，記名のファイルの編成のために使用される問題となって
いる条文の１により定められた場合を除き，一方において，それらの破壊が正
当化される場合を規定し，また，他方，ビデオ監視の画像が情報処理，これら
の画像のあらゆる再生または操作が禁止したと見なさなければならないので。
第７に，立法者は，これらの規定の尊重を確保するために，“刑法典第226-1
条，労働法典のL.120-2,L.121-8及びL.432-2-1の規定を害することなく，許可な
くビデオ監視の録画を行う，定められた期間内に画像を破壊しない，それらの
画像を変造する，県の委員会の行為を妨げる，権限を有しない者に画像を至ら
しめた，もしくは，ビデオ監視の録画が許可された以外の他の目的でこれらの
画像を使用する行為”を処罰する刑事罰を規定した。
５）しかしながら，必要とされる許可の請求に関して，立法者は，“求められた
許可が４ヶ月の期間内に返答がなければ，得られたものとみなされた”と規定
した。しかし，これは，行政による特定期間の沈黙が請求の拒否に値するとの
一般原則に抵触するといわなければならない。ところが，立法者は，ビデオ監
視のシステムの設営が個人的な自由のためにもたらしうる危険を考慮して，憲
法上の原則から法的保障を奪うことなしに，そのようなシステムを設営するこ
との許可を行政機関に勤勉に服することができない。このような解釈の留保の
下で，前に分析された他の諸規定は，この最後の規定から分離されうるものと
して見なされなければならないとして，“求められた許可に対して，４ヶ月の
期間内に返答がなければ，得られたものとみなされる”の部分が憲法に不適合
であると判断した。
６）審査に付託された法律の第16条は，公の秩序の維持の強化に関する措置の規
律に関する1935年10月23日のデクレの中に第２条bisを挿入する。この第２条
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bisの第１項は，県では国家の代理人，また，パリ市では警視総監に，公道に
おける示威運動の宣言の日から，もしくは，示威運動が宣言されなかったとき
には，それが認識されたときから，正当な理由がなければ，発射物として使用
されうる，または，刑法典第132-75条の意味における武器を構成し，物の所持
と運送を禁止することを可能にする。同第２条bisの第２項にしたがい，この
禁止の尊重を確保するために，司法警察官と司法警察官補佐により補佐された
司法警察の官吏は，知事の指示に基づき，公道を通行する車両を検査し，また，
警察機関により命ぜられた禁止に違反して所持された物を差し押さえることが
できる。この条文の第３項にしたがい，前項により定められた規則の適用は，
共和国検事が知事により与えられた指示を直ちに知らされた後で，司法機関の
統制に服する。最後に，その条文の全体の適用に態様は，第４項により，国務
院のデクレに回付された。
７）提訴者である，国民議会議及び元老院議員らの主張は，以下のとおりである。
第１に，上で分析された諸規定は，それらの規定が無条件で，十分な制限もな
く車両の検査を許可するという事実から，住居の不可侵及び私生活の尊重を侵
害する。第２に，立法者が公の秩序への混乱の重大性への警察の措置の厳格な
比例原則を無視したと主張する。第３に，提訴者は，個人的自由が関わってい
るので，車両の場合による検査は，少なくとも共和国検事の指示ではないとし
ても，その許可に服せしめられるべきである。最後に，立法者が，車両のその
ような検査を正当化する特別の状況を定義していないので，憲法第34条に由来
する権限を無視した。
８）法律によりこのように規定された措置は，個人的自由，往来の自由ならびに
思想と言論の集団的表現の自由が行使される条件に抵触する。一方において，
憲法上保障されたこれらの自由の行使，他方において，公の秩序への侵害の予
防及び特に憲法的価値を有する目的に答える身体と財産の安全への損害との間
の調和を確保することは，立法者の権限に属するので。
第１に，立法者は，状況が公の秩序に重大な侵害を引き起こす場合に，刑法
第132-75の意味における武器を構成しうる物の所持と運送を禁止する権限を県
の機関に開くことができた。立法者は，問題となっている示威運動の24時間ま
たその解散までの間それを使用しうるに過ぎない。そのような権能とその範囲
は，状況が生じしめた必要性に比例しなければならない，示威運動の場所，近
接する場所ならびにそれらの入り口に限定されるので，例外的な状況を除き，
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立法者は，示威運動の場所または直近の場所についてのみそれを許可したもの
として理解されるべきである。
にもかかわらず，立法者は，刑法典第132-75条の意味における武器を構成し
うる物の所持または運送を禁止することができるとしても，差し押さえられ得
る発射物として使用され得るすべての物にこの禁止を拡張することは，一般的
かつ不明確なその定式化により個人的自由への過度の侵害に導きうる性質を有
するので。それ故，“発射物または・・として使用されなければならない”と
の文言は，憲法に反するものとして，みなされなければならない。
第２に，刑法典第132-75条の意味における武器を車両の中で発見し，また，
差し押さえるために，車両の検査を実施することに関して，それらの実施が犯
罪の証明を含み，また，その守護者であるこれらの所有者の訴追に導く範囲に
おいて，司法警察に帰属するので。個人的自由に関わるそのような捜査の実施
が問題となるので，その捜査を行うことの許可は，憲法第60条にしたがい，こ
の自由の守護者である司法機関によりあたえられなければならない。
９）司法機関によるこれらの検査の実施の事前の許可を規定することなく，県の
禁止の尊重を確保するために公道上で往来するすべての車両の検査を可能にす
るために，司法機関が知事により与えられた指示の情報が与えられたことを示
すことにとどめることにより，立法者は，憲法第66条の諸規定を無視した。それ
ゆえ，第16条の第３項と第４項は，憲法に反すると宣言されなければならない。
（2）集団の暴力に対する戦いと公役務の遂行の責務を負う者の保護を強化する法律
の憲法適合性について
１）憲法院は，この法律につき審査を付託された規定のうち，第１条，第13条，
刑事法典第431-27条については，憲法への不適合性を認めなかった。
付託された法律の第５条は，建設と住居法典にL.126-1-1の一条文を挿入した。
その規定によれば，
“警察または憲兵の役務の介入，もしくは，万一の場合には，自治体の警察
の官吏が必要とする出来事または状況が居住用の集合建物の共有部分で発生し
たときには，この建物の所有者または経営者もしくはそれらの代理人は，これ
らの共有部分で作動されているビデオ監視システムのビデオ映像の受取人をこ
れらの役務またはこれらの官吏となしうる。
“これらの映像の譲渡とは，居住用集合住宅の所有者または経営者もしくは
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それらの者の代理人の権限に属する。それらの譲渡は，即刻に行われ，かつ，
厳格に限定された警察または憲兵の役務の介入，もしくは，万一の場合には，
自治体の警察の官吏が必要とするときに限定される。
“国務院のデクレが，本条の適用の態様を明確化する。”
２）請求者たる元老院の議員によれば，立法者は，不明確な状況において，私人
の場所で撮影された映像の録画を警察また憲兵の業務の使用に可能とすること
により，公の秩序の保護の必要性により，私的生活の尊重への然るべき要請に，
不均衡かつ正当化されない侵害をもたらすことになる。立法者は，自治体の警
察に，その権限には属さない行為に関係する映像の名宛人となりうる可能性を
付与することにより，それらの要請を無視した。
３）審査のために付託をした者の主張は，以下のような，根拠条文を明示した確
かな憲法論である。
第１に，1789年「人および市民の権利宣言」の第２条の文言では，“あらゆ
る政治的結社の目的は，人の時効により消滅することのできない，自然の権利
の保持である。これらの権利は，自由，所有，安全ならびに抑圧への抵抗であ
る。”この条文により宣言された自由は，私的生活の尊重を意味する。第２に，
憲法第44条によれば，公的な自由の行使のために市民に付与された基本的な保
障に関する規定を定めることは立法者の権限に帰属する。特に，立法者は，憲
法的な価値を有する権利と原則の保護のいずれも，必要な，犯罪者の捜索と公
の秩序への侵害の阻止のような，私的生活の尊重と憲法上の他の要請の間で調
整を確保しなければならない。
４）しかしながら，立法者は，この条文を挿入することにより，居住用の共同建
物に居住しまたは往来する人々の私的生活の保護のために必要な保障を備える
ことなく，居住用建物の公衆に開かれていない部分におけるビデオ監視のシス
テムにより入手された映像を，自治体の警察と同様に国家の警察また憲兵の役
務への移転を可能にした，のである（強調は，翻訳者）。
そして，立法者は，自らに課せられた，憲法的な価値を有する権利と原則の
保護のいずれも，必要な，犯罪者の捜索と公の秩序への侵害の阻止のような，
私的生活の尊重と憲法上の他の要請の間で調整の確保を行うことを懈怠した。
憲法院は，このように判断して，審査のために付託された法律第５条が，憲法
に違反すると宣言した。
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５　結び
翻訳した憲法院の二つの判決は，われわれが東京都を被告として提訴している集
会妨害国賠訴訟とは異質のものである。なぜなら，フランス憲法院で対象となった
法律は，公の場で示威運動（démonstration）をしたり，これに参加し，行動してい
る者をビデオ撮影の対象とすることを規律するものであり，これに対して，集会妨
害国賠訴訟では，被告東京都の警察官が，ある会場で集会を開催したり，参加すべ
くその会場に赴くために公道を歩いている者達，また，一般の歩行者を無差別にビ
デオ撮影したからである。決して，根本的に異なる問題を混同してはならない。
しかし，フランスでは，公道で示威運動をしている者達をビデオ撮影するときで
も，このような規制（ビデオ撮影のための，TPOの限定などが不明確であり，大い
なる疑念は残るものである）が法律により制定され，その法律の違憲性が論じられ，
さらに，司法による憲法適合性の判断の対象とされている。このことは，やはり刮
目すべき人権感覚に基づく司法を存置しているということができる。
だからといって，フランス憲法院が，全体利益と抵触する，私的生活の尊重への
権利を含む基本的な権利の保護に厚く，前向きな対応をしてしないことを肝に命ず
べきである。むしろ，基本的人権の保護への消極的姿勢が懸念される現状にある
（Charles JAMIN, Rev. trimestrielle de droit civil, 1995,p.448）。
【参考資料】
最後に，参考資料として，現在進行中の，集会妨害国賠訴訟における被告東京都
のビデオ監視に関する詭弁に満ちた主張を紹介する（被告東京都，平成21年７月６
日付け準備書面（3））。
「（2）本件視察２（ベローチェ店内からの視察）の適法性
ア　撮影行為についての基本的な考え方
（ア）小田巡査部長らは，ベローチェ店内において，目視による視察と併せてビ
デオカメラを用いて，第一及び第二梯団の通過状況を撮影しているが（被告
準備書面（2）４及びページ。以下「本件撮影」という。），本件撮影は，情報収
集活動に付随する行為である。
なお，小田巡査部長らの目視による視察が適法であることについては，前
記１で述べたことと同様である。
（イ）そして，情報収集活動における撮影行為についても，警察法によって認め
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られた警察官の職務行為に該当するものであり，その適否については，①目
的が警察法２条１項の規定に沿う正当なものであること（目的の正当性），
②その行為をすることが目的達成のために客観的に必要と認められるもので
あること（行為の必要性），③その行為自体が社会的相当と認められる行動で
あること（行為の相当性）の三つの要件を具備しているか否かによって判断
される（東京高裁昭和41年３月24日判決（乙第14号証）及び同判決を維持し
た最高裁昭和42年11月９日第一小法廷決定（公刊物未登載・同第15号証））。
イ　目的の正当性
（ア）本件集会は，その開催ないし運営に革マル派が関与しており，さらには，
集会参加者についても，梯団を形成し，防衛隊をその前後及び周辺に配置し
た状態で本件会場へ入場するといった革マル派が関与する集会独特の形態を
採るなど，その７割以上が革マル派活動家等及び革マル派の活動に関係してい
ることが把握されている者であることからすれば，これら革マル派活動家等
の活動実態という情報の収集を目的として，本件集会を視察することは適法
である（前記１）。
（イ）そして，本件撮影についても，八王子警察署管内で活動している革マル派
活動家等である視察対象者が，本件集会に参加するという情報（以下「本件
情報」という。）の真偽を確認し，革マル派活動家等の活動実態を把握するた
めに行われたものであるから，本件撮影の目的が，警察法２条１項の規定に
沿う正当なものであることは明らかである。
ウ　行為の必要性
（ア）小田巡査部長らは，ベローチェ店内カウンター席に着席して目視による視
察を行っていたが，本件集会には，革マル派活動家等や革マル派の活動に関
係していることが把握されている者が梯団を形成して，多数参加することが
予想されていたものの，実際にベローチェ前を通過した梯団が，第一梯団が
約200名，第二梯団が約100名と，いずれも予想を上回る大規模なものであり，
梯団の中に紛れている可能性のある視察対象者を見落とすおそれがあったこ
とから，小田巡査部長らは，目視による視察を補完するために，本件撮影を
する必要を認め，第一及び第二梯団の一部を撮影したものであって（被告準
備書面（2）４及び５ページ），本件撮影が，本件情報の収集のために客観的に
必要と認められるものであったことは明らかである。
（イ）付言すれば，公務員である警察官の判断等につき，職務上遵守すべき法的
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義務の違背が存したか否かの判断は，当該公務員の職務行為時を基準として，
当時の視点の下に，その時点で存在した資料に基づき，そこでなされた判断
や行為について，合理的な理由が欠如したものであったか否かによって決せ
られるところ（最高裁昭和53年10月20日第二小法廷判決・民集32巻７号1367
ページ・最高裁平成元年６月29日第一小法廷判決・民集40巻６号664ページ
等），本件撮影時における客観的状況等を考慮すれば，本件撮影の必要を認め
た小田巡査部長らの判断には合理的な理由が認められるのであるから，本件
撮影につき，国賠法上の違法がないことも明らかというべきである。
工　行為の相当性
（ア）本件撮影は，第一及び第二梯団を形成していた本件集会参加者に気付かれ
ない形態で行われたものであるが（被告準備書面（1）２ページ），本件視察が，
革マル派という非公然性及び暴力性が強い集団に関する情報収集を目的とし
て行われたものであることからすれば，本件撮影が，被撮影者に気付かれな
い形態で行われたことのみをもって，直ちに撮影行為自体が社会的相当性を
欠くということになるものではない。
すなわち，本件撮影の行為の相当性については，撮影状況や撮影対象はも
ちろん，撮影された映像がどのように使用されたかといった点や本件撮影が
本件集会に与えた影響等の個別的事情についても，広く検討した上で判断さ
れるべきである。
（イ）これを本件について見ると，本件撮影は，梯団の中に紛れている可能性が
ある視察対象を確認する目的で行われたものではあるが，小田巡査部長らは，
ベローチェ店内のカウンター上に置いたビデオカメラが向いていた一定の範
囲内を通過する間に限って梯団を撮影したものであって，撮影中も映像を確
認することなく目視による視察を継続していたのであるから，特定の個人の
容ぼうをビデオカメラで追い掛け，継続して撮影したものではないことは明
らかであり，実際に視察対象者も撮影されていなかったのである（被告準備
書面（2）４ないし５ページ）。
（ウ）また，本件撮影は，公道を通行する梯団に対し，これに近接することなく，
一定の距離（約６メートル）を保ったベローチェ店内カウンターから撮影し
たものであることに加え（乙第17号証），その形成経緯等からして，革マル派
活動家等及び革マル派の活動に関係があることが把握されている者が相当多
数含まれている蓋然性が極めて高い「梯団」に撮影対象を限定しており，梯
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団を形成しない一般参加者を撮影したものではないことはもちろん，撮影し
た梯団の範囲についても，梯団のすべてではないことはもちろん，撮影した
梯団の範囲についても，梯団のすべてではなく，梯団の先頭部分や後尾部分
といった比較的に集会参加者が密集しておらず，目視のみで視察対象者が判
別できる部分を除いた梯団の中程の部分に限って撮影されている（被告準備
書面（2）５ページ）。
（工）さらに，小田巡査部長らがビデオカメラを置いたベローチェ店内カウン
ター前の窓ガラスは，太さ約2.5センチメートル，縦約24センチメートル，横
約15センチメートルの木枠によって区切られており，その上半分は曇りガラ
スとなっていることから（乙第17号証），ビデオカメラによる撮影可能な範囲
は極めて狭くなっており，決して見通しがよいとはいえない状態であったほ
か，本件撮影によって，第一及び第二梯団を形成する本件集会参加者がその
場に停止したり，本件集会の開催が遅れたといった事実もない。
（オ）これらのことに加え，小田巡査部長らは，八王子警察署に戻った後，撮影
した映像を消去しており，本件撮影によって撮影された映像が一時的かつ一
回的に使用されたものであり，永続的に保存する資料等として用いられたも
のではない事実も考慮すれば（被告準備書面（2）６ページ），本件撮影につい
ては，飽くまでも目視による視察を補完するために行われたものであり，そ
の実態は目視による視察と何ら変わるところはなく，その行為が杜全的相当
性を欠くものでないことは明白である。」
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